














　



大阪府における温泉施設の可燃性ガス対策について





目的　：　温泉施設の可燃性ガス事故の未然防止と安全確保











　　


●温泉より発生する可燃性ガスに引火


　　●東京都において過去に掘削時において爆発事故


　　











　　●現行の法律等では可燃性ガスに関する規定はなし





背　景





平成１９年６月１９日　東京都で温泉施設の爆発事故





可燃性ガスに関連する法律等





事故後の対応





大阪府











施設管理者に自主点検要請（６月２０日）


（ガスの測定、図面の報告）


保健所等による全数立入調査（６月２６日から実施）


（設備の配置状況、換気状況の調査、ガス測定）


　





　　　●　事故防止の緊急対応の要請（６月２０日）








国（環境省・消防庁）





大阪府域の現状








　対象施設１５０施設（１９施設休止を除く）


　●　可燃性ガス検出施設　　　　　　　６１


　●　可燃性ガス検出施設の屋内施設　　１９※


　


　※全施設において適切な換気対策を確認








指導指針の策定





掘　削　時








内容・・・事業者に求める措置








噴出防止装置の設置、非常用泥水の準備


可燃性ガスの測定、記録


火気の使用制限、電気施設の制限


可燃性ガス安全対策責任者の設置と作業員の教育


連絡体制の整備


標識の設置


温泉利用施設管理者への助言











温泉井戸等での可燃性ガスの測定、記録


設備基準


原則ガスが発生する設備は屋外設置


屋内に設備がある場合は換気設備、検知器を設置


検知機の警報と動力装置の自動停止の連動


火気使用制限


管理責任者の設置と作業員の教育及び連絡体制の整備








８月８日に策定


●　８月９日に事業者説明会を開催





国 の 動 向








温泉に関する可燃性天然ガス等安全対策検討会設置


６月２９日、７月１３日の２回開催（当面の暫定対策骨子）


７月２４日付けで当面の暫定対策についての通知　※


利用時のみを対象


・ ガスが発生する施設は屋外設置


換気、検知器の設置要請


周辺での火気の使用禁止


晩秋にガイドラインの策定予定


法律（温泉法等）改正等は来年度以降の見通し





大阪府の対応











現状危険な状況の


施設はなし





関係者からの意見聴取


有識者・掘削業者・利用者等


（７月中に完了）





東京都と大阪府の相違


大規模ガス田は認められていない


ガス状態での噴出事例はない











国（環境省）の通知※


７月２４日





法律に裏付けのない自治事務


としての行政指導








すでに、本府指針に規定済み











＜措置の性格＞








利　用　時





・　温泉法改正までの暫定対策





国の法令改正を待つことなく府独自に安全指針を施行





反映








